
物流効率化を実現させる商慣行是正への道筋
㈱湯浅コンサルティング 内田明美子

1. 多頻度少量・短納期の「手厚い物流サービス」につ
いて、物流効率化、環境負荷低減の視点から見直
しの必要がいわれているが、実際の取引の中でど
のようにしてサービスを是正していくかということに
ついては、その道筋はほとんどみえていない。

2. 手厚い物流サービスの弊害を定量的に把握し、
これを改善した場合の効果をみえるようにすること
が、是正への道を開く。

3. これまで取引の力関係を反映して決められてきた
物流サービスを合理的なものに改めるうえでは、
適正な配送頻度や納期をどう設定するかという問
題について、何らかのガイドライン提示が必要。

資料４



手厚い物流サービスの弊害

<多頻度配送－小口出荷>
トラックの小型化・低積載、段ボール・オリコンの低充填、出荷
作業の負荷

顧客側で「売れ行きに合わせて在庫を持つ」管理の低下、
発注軽視、アイテムの拡散
→欠品・滞留在庫による売上機会ロス、返品廃棄ロス発生

店頭品出し作業負荷の増大

<短納期、時間指定>
トラック手配、配車の自由度を大きく制限
→低積載、共同化やモーダルシフトの検討を阻害

是正による期待効果 ＝物流効率化、環境負荷低減、
売上増大、廃棄ロス減少



アイテムの拡散→多頻度少量注文→売上低迷

多頻度少量注文を繰り返しているＢ店
同じチェーンのＡ店と比べて売上0.6倍、コスト1.7倍

5.30％3.20％出荷コスト／売上金額

104,236円183,913円売上金額

1,655円5,109円１アイテムあたり売上

196行
（1個注文：95行）

114行
（1個注文：6行）

注文行数

63アイテム36アイテム取扱アイテム数

Ｂ店Ａ店

ある加工食品製造卸の受注データに基づく考察



日経MJ 2009年1月19日
記事より

適正補充頻度の設定・
提案例

週6回発注→週2回
発注単位の見直し

発注件数13％削減
発注・補充作業時間19%削減
在庫5％増
品切れ・欠品50％減



「妥当なサービス水準」設定手法の探求

店頭棚の回転と連動する補充頻度

ex.弁当･惣菜は1日3回、雑貨･加工食品は週2回

トラックの積載量÷一日の販売容積＝補充間隔

ex.飲料補充、夏場は毎日、通常期は週3回

配車自由度を確保できる納期猶予

「九州で翌日納品は法律で禁止してほしい・・・」

普遍化、ガイドライン化が求められる

効果さえ明らかにできれば、不況期は変革の好機
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2010年代に向けての物流戦略委員会（メモ） 
加藤一誠（日本大学） 

 これまでの本委員会と物流に関するＷＴの議論にもとづいて１と２では方向

性と全体像を，３では（国際）航空貨物に関する私見を述べ，議論の参考に供

したいと存じます。 
 
1. 物流戦略の方向性 
 まず，これまでの議論をみても，委員には 2010年代という期間に関する認識
の差があったように思います。そこで，まず，戦略の対象期間に関する意思統

一をはかり，当面の（短期的な）課題として必要不可欠なものに高い優先順位

をつけて物流戦略を描くことが現実的ではないかと考えております。 
そして，現下の経済状況のもとで，分野を限らず政府の役割を大きくすべき

という根拠なき主張が散見されますが，私はこのような考えを物流に適用する

ことには同調しかねます。政府の基本的な役割としてはハードとソフト両面の

インフラの改善があり，その実現を最優先に考えるべきだと考えております。

これは，政府ができるかぎり手を出さず，民間に委ねる「ビナイン・ネグレク

ト」に似た姿勢といってもよいかもしれません。これは 1970年代以降の為替へ
の不介入のことを意味していますが，物流の現場作業や実務については民間を

サポートするという政府の基本姿勢をあらためて確認しておきたいと思います。 
いまひとつの政府の役割として考えられるのは，関係者からヒアリングし，

関係者が囚人のディレンマのような状況に陥らないようにするための仕組み

（場）を提供することかと存じます。国際航空貨物については官民の話し合い

の場がすでに設けられており，その回を重ね，問題を共有することが重要です。 
以上のことから，「短期から長期へ」，そして「公共財（保守的に考えた政府

の役割）から準公共財（政府の役割の拡大）へ」というふたつの軸を設定し，

戦略をまとめてはいかがでしょうか。散漫で総花的な戦略を列挙した提案より

も，短期で，しかも政府しかできない役割を前面に出し，物流関係者が納得で

きるような戦略を提案すべきです。 
 なお，これは蛇足でございますが，昨今はビジュアル面ですぐれた出版物が

多く，世間の信頼を得るためには，プレゼンテーションの方法にも工夫が必要

かと存じます。 
2．経済とのかかわり 
昨年の今ごろ，このような危機を予想できた人はなかったでしょう。それほ

どまでにこのたびの経済の変調の速度ははやく，落ち込みも激しくなっていま
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す。しかも，この数年間，中国やアメリカの内需拡大もあって日本企業の生産

は緩やかに増加し，それにともなって貨物取扱量は拡大していたため，国際物

流業の下方への振幅は大きくなりました。このような動向からは，あらためて

交通が派生需要であるという経済原則を認識せざるをえません。 
景気の波は数年のうちに回復基調に戻るでしょう。しかし，経済の変調に際

して，外需依存から内需拡大というスローガンが各所で主張されているようで

す。しかし，1980年代以降このような風景は，もはや既視感をもって眺めざる
を得ません。日本のＧＤＰは 500 兆円を上回り，しかも日本経済は高齢化や人
口減少という投入構造の変化に直面しており，内需の高成長が持続できるとい

う考えは，余りにも楽観的です。 
環境に対する配慮はきわめて重要ですが，高齢化によって排出量が減少する

という研究もあり，そこに成長の鈍化や資本財・消費財の省エネ化が加わりま

す。そのため，物流戦略では，過度なまでの環境への配慮よりも，民間の生産

プロセスの効率化の促進と既存ストックの利活用を積極的に論じてもよいので

はないかと考えます。 
 
3．国際航空貨物について 
国際航空貨物については羽田の第４滑走路完成と国際化が 2010 年代の関門
であり，物流パターンに与えるインパクトは小さくない。現在，各方面で成田

と羽田の連携に向けた準備が整えられており，私の所属するワーキンググルー

プでは，現段階で入手可能な情報にもとづいて対策が論じられています。 
通関や保税運送といった政府がしなければならない制度変更は供用以前にな

されることが望ましいことは言うまでもありません。しかし，最大の問題が羽

田―成田間の貨物の横もちであることは予想され，ここを実質的に「シームレ

ス」にすることこそ，成田－羽田の連携の成否を左右します。 
しかし，すでに述べたように国際貨物はマクロ経済や国際社会で生じる変化

に左右されますし，「現在の状況を所与とする」予測には限界があります。私は，

データ収集によって予測の精度をあげることも重要ですが，2010年の滑走路供
用後に生じる不都合を調整できる体制を供用以前に整えるべきだと考えており

ます。必要な制度修正は別として，現在の状況にもとづいた法や制度をつくる

ほど，政策は足を縛られ，機動的に動くことができなくなるという危惧があり

ます。いずれにしても，供用後の調整にはスピードが求められますので，まず，

今から問題の集約，事実関係の把握と分析およびそれらに対するメニューを描

ける体制を整える必要があるように思えてなりません。 



企業内システム改善
生産物流システム

鉄道・長距離ﾄﾗｯｸ
駅・ﾄﾗｯｸﾀｰﾐﾅﾙ

路線ﾄﾗｯｸﾈｯﾄﾜｰｸ
路線ターミナル整備

企業グループ内改善
販売物流システム

ﾄﾗｯｸ・都市内輸送
ﾀｰﾐﾅﾙ・配送ｾﾝﾀｰ

宅配便普及
ｼﾞｬｽﾄ･ｲﾝ･ﾀｲﾑ(JIT)

企業間系列ｼｽﾃﾑ改善
生産販売一貫ｼｽﾃﾑ

都市内物流

配送センター・デポ
都市内端末施設
共同輸配送

企業間情報システム
業務代行化・統合化

企業間ﾈｯﾄﾜｰｸ改善
生産流通統合ｼｽﾃﾑ

都市内・地区物流
ロジスティクスｾﾝﾀｰ

単一物流機能改善
荷役管理など

内航海運・鉄道
港湾・貨物駅

荷役機械化
特殊専用車両

第２期
1965～1975年
(s.40～s.50)
第３期
1975～1985年
(s.50～s.60)
第４期
1985～1995年
(s.60～H.7)  
第５期
1995年～現在
(H.7～ )

第１期
戦後～1965年
( ～s.40)

物流システムの
改善対象

主要輸送システム
主要物流施設

輸送システムの特徴

物流システムの改善の歴史

東京海洋大学 苦瀬博仁



東京海洋大学 苦瀬博仁



都市の物流システム

幹線ネットワーク

輸送ネットワーク

配送ネットワーク

搬送ネットワーク

港湾・埠頭・空港、鉄道貨物操車場、
トラックターミナル、流通業務団地

高速道路、幹線道路、
鉄道、航路、航空路

港湾・埠頭・空港、鉄道貨物操車場、
トラックターミナル、流通業務団地

高速道路、幹線道路

都市内積み替え拠点、配送センター、
流通センター、デポ

幹線道路、細街路

路上・路外・建物内荷さばき施設

細街路、建物内搬送路

工場、事務所、公共公益施設、
物販店・飲食店、オフィス、住宅

（ノード） （リンク） （代表的な施設例）

都
市
内
物
流

広
域
物
流

地
区
物
流

端
末
物
流

地域間物流

広域物流拠点

広域物流拠点

都市内集配拠点

荷さばき施設

発地または着地
東京海洋大学 苦瀬博仁



図４ 物流政策における計画間の相互関係

（検品システム、共同荷受け、 （貨物管理、貨物追跡、

館内共同配送、貨物管理など） 配車計画、運行計画など）

（荷さばき施設、動線計画など） （駐車規制、交通規制など）

建築基準法、駐車場法、大店立地法 道路交通法

（用途地域、駐車場整備など） （道路整備、道路管理など）

都市計画法、流市法、ターミナル法 道路構造令など

民間連携

民間公共連携

公共連携

建築計画

輸配送計画荷さばき計画

交通計画

土地利用計画 道路計画

民間公共連携

公共連携

公共連携

公共連携

(Ａ)

(Ｃ)

(Ｅ)

(Ｂ)

(Ｄ)

(Ｆ)

（ノード） （リンク）

東京海洋大学 苦瀬博仁



２０１０年代に向けての物流戦略委員会（中間整理）への意見    H21.3.5 
神戸市立工業高等専門学校校長・神戸大学名誉教授 

黒田勝彦 
 中間整理案についての意見を以下に申し上げます。 
全体としては網羅的に内容がカヴァーされ、物流戦略らしく纏めて戴いたと思いま

す。 
国家的物流戦略の視点から、下記の点を補強すべきと愚考致します。 
 
１． 物流を巡る環境変化と課題について 
○ グローバル化とともにＮＡＦＴＡ，ＥＵ，ＡＦＴＡ、ＭＥＲＣＯＳＵＲなど域内

自由貿易協定が進展し、域内での貿易が拡大を続けており、この傾向は今後とも

継続すると考えるべきです。 したがって、東アジアでの域内貿易拡大を見据え

た視点が必要である。課題としては、東アジアにおける物流・人流のシームレス

化に対応した国家間提携・技術や安全基準の標準化などを進める必要があります。 
→このことは、４頁「パートナーシップ」による国際物流の円滑化・効率化とし

ての施策につながります。 
 
○ テロや海賊以外に温暖化に起因する異常気象の多発化・大規模地震発生の逼迫が

憂慮される中、物流サービスの安定的供給システムの確立を目指したＢ．Ｃ．Ｐ．

の確立が求められています。阪神淡路大震災時の神戸港を中心とする国際物流シ

ステムの崩壊による混乱と経済ダメージを忘れてはならないと思います。神戸は

震災を契機に基幹航路の跋港が相次ぎ、急激なトランシップ貨物が減少しました

（トランシップ率は、震災前３９％→現在２％に減少）。地震後１４年経過した

今もその後遺症を引きずっています。 
  →このことは、３頁の視点）安定した物流、および、５頁の新たな施策のＢ．Ｃ．

Ｐ．策定につながります。 
 
２．基本的視点について 
①３頁中ほど：セキュリテイに関連して 
 「・・・・セキュリテイは輸送の保安や国の安全保障に係る課題であり、諸外国と

の連携・調整、官民間・関係省庁間等の連携およびコンプライアンスの遵守が重

要である。・・・」と文言を加えるべきではないか。 
 
視点１）国際・国内一体となった質の高い安定した物流の確保 
とすべきではないか 
 
３．新たな施策の方向 
１）多様な関係者の協働による質の高い国際物流の確保 
 ○安全・確実でセキュリテイ・レベルの高い物流と効率化の両立 
  ・物流関係官民の共同によるＢ．Ｃ．Ｐの策定と運用 
を追加すべき。 
 

以上 



物流戦略に関するメモ 
京都大学 谷口栄一 
平成２１年３月１２日 

 
１． 物流戦略の枠組み 

 
  国としての物流戦略は、港湾計画、空港計画、道路計画、鉄道計画などの

個々のインフラ整備計画の上位に来るべきものであると考えます。しかし、従

来どうしても個々の計画がバラバラに立案され、実施される傾向があり、この

点において、我が国のインフラ整備に関連して、物流戦略はないのではないか

と批判されても仕方がないと思われます。ただ、この問題を抜本的に解決する

ためには非常に大きな政治力が必要になるでしょうから、すぐにできるとは到

底思えません。そこで、次善の策として、「インターモーダル輸送」に関する特

別の予算を組んで、港湾と道路、空港と道路、道路と鉄道などのインフラを物

流の効率化の面からシームレスにつなぐような特別な計画を立案して実施する

ことを提案したいと思います。このような予算が別途あれば、いやでも陸海空

の物流インフラの結節点について改善する方向に動くことが期待されます。 
 
２． 都市内物流 

 
（１）各ステークホルダーが参加する協議会 
都市内物流の改善について、委員会の議論でも出ていますように、都市内物

流に関連する荷主、物流事業者、消費者（住民）、行政などのステークホルダー

の代表による協議会を各都市で設立して、都市内物流問題の把握、トラック用

の駐車場、トラックルート、交通規制などの対策案の計画を立案し、実施する

ことが重要だと思います。私は３年ほど前から国交省の支援を得て設立されま

した東大阪市のFQP(Freight Quality Partnership)協議会に参加させていただ
いていますが、このような協議会があることによって、物流施策の抽出、実施

が大変うまくできていると実感しています。特に、施策を社会実験で終わらせ

ずに永続させるための工夫が大事だろうと思います。その１つとして、都道府

県および市町村の行政組織のなかに物流を担当する部署を設置することが極め

て重要であると考えます。 
 
 



なお、東大阪 FQP の１つの成果として、大型トラック用物流パーキングを
平成２０年に中央環状線の中に設置し、毎日多くのトラックに活用されていま

す。いままで大型トラックの時間待ちのための待機場所の設置についてあまり

考えてこなかったと思いますが、これからは都市の環境改善や交通安全のため

に、都市内および都市周辺の大型トラックの待機場所を公共インフラとして適

切に配置する必要があると思います。 
 
（２）ＩＴＳの活用 
都市内物流の改善のためにＩＴＳが重要な役割を果たすことは、言うまでも

ないと思いますが、ＩＴＳを物流に活用し、コストの削減や信頼性の向上のみ

ならず渋滞緩和、環境改善、安全性の向上、省エネルギーにどのように役立た

せるかということを考える必要があると思います。ＩＴＳを活用するためにい

ろいろな施策がありますが、たとえば高度情報通信システムを活用した都市内

トラックの走行ルートのマネジメントを考えますと、公民連携(Public Private 
Partnership)が是非必要になってきます。すなわちトラックがどのルートを通
ればよいかということは、物流事業者の立場と住民の立場、行政の立場で異な

ってきます。このような問題を解決するために、まずトラック走行ルートのデ

ータの収集、共有、分析から始め、それぞれの主体がある程度目標を達成でき

るような方策を見つけることが必要だと思います。このようなことについて、

戦略的に施策を実施してゆく体制をつくる必要があると思います。 
 
３． 国際物流 

 
 我が国において、国際物流といえば、伝統的に主として港湾および海運の物

流を考えてきたと思います。しかし今アジアでは陸上の物流が注目を集めるよ

うになっており、実際に日本企業も道路や鉄道を用いた国際物流の諸問題に直

面しています。このような時期にあたって、アジアの国際物流政策を考えるた

めのデータがほとんどないのが現状です。アジアハイウェイのデータが唯一の

アジア全域の道路のデータベースだと思いますが、これも今日の物流政策を議

論するには不十分です。精度の高いデータなしで政策を考えることが大変危険

であることは言うまでもありません。現在、アジア交通統計データの収集とデ

ータベースの作成を目標として様々なプロジェクトが動きだそうとしています

が、このようなデータベースを活用して将来的にはアジア各国の共通物流政策

の構築を目指すべきではないかと考えています。 
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以下に述べる事項については，すでに委員会で議論がなされているものと推

察しますが，意見提出の要請があったことから，改めて個人の意見としてお送

りします。 

 

（１） P2：基本的視点において，今後の物流戦略が，「物流面で付加価値を最

大にすることと，その際に発生する環境負荷を最小化すること」と明言され

ている。このような戦略が基本とは思うが，「環境負荷軽減に創意工夫で対

処することが，結果として企業価値や物流価値を高め，新たなビジネスに繋

がる可能性」も指摘されていることから，付加価値の最大化と環境負荷の最

少化とを両極に据える戦略構図とは異なる視点も含まれることが望ましい。 

（２） P4：成田・羽田の物流円滑化に関しては，特に詳細な記述として以下を

求める訳ではないが，羽田国際化の進展に伴い発生する両空港間の横持ち輸

送に対して，ターミナルおよびリンクの両面からの優遇措置を検討工夫する

ことが望ましい。 

（３） P4：首都圏空港の物流機能拡充については，特に詳細な記述として以下

の求める訳ではないが，世界同時恐慌による貨物激減の時期であるからこそ，

改めてわが国の主要国際空港が空港敷地内に本来持つべき物流機能につい

て検討し，従来から周辺部に乱雑に展開した FWD 施設の今後のありかたを視

野に，方針を定めることが望ましい。 

（４） P4：首都圏空港の物流機能拡充については，羽田空港の第 4滑走路供用

後の更なる発着回数増の要請に対して，もはや滑走路整備等の基本施設だけ

では容量増加を実現できず，空域・航空路整備を含む管制システム，社会的

合意形成への投資，物流施設を含む地上施設や道路 NW 等の拡充・整備等も

必要であることから，総合的な計画策定とその推進が必須といえる。この点

も詳細な記述として求める訳ではないが，物流機能に配慮した空港計画が今

後重要という点も指摘して良いだろう。 

（５） P4：道路については，首都圏等の国際競争力の維持・向上のためにも，

従来から重要性が高い計画として明確に位置付けられた首都圏の環状道路

路線については，景気対策も兼ねた緊急的な措置として，事業に着手するこ

とが望ましい。たとえば，東京外環道の本線部（大深度部）の早期緊急着工，

あるいは圏央道の整備緊急推進などが具体的に挙げられ，これらに踏み込ん

だ記述も検討に値するのではないかと思われる。  

（６） その他：英国政府は今年 1月にヒースロー空港の第 3得滑走路整備の基

本方針を確定した。羽田や成田以上に厳しい社会・周辺環境での決断である

が，それは同国の今後の国際競争力の維持・向上，EU における役割分担と

して責任ある姿勢を示したものとも言える。実現には多くの困難が予想され

るが，すでに昨年 11 月には新たな計画法を制定し，国家的に重要な社会資

本を早期に計画決定する仕組みを定めている。このような他国の戦略的な取

り組みやその実現のための制度設計についても，引き続き注視し，わが国独

自の戦略を定めることが肝要ではなかろうか。 


